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1. はじめに

電力会社は翌日の発電計画を数理最適化問題を解
くことで作成している．この問題はUnit Commit-

ment(UC)問題と呼ばれている．従来より UC問
題は電力需要 (需要)の不確実性が課題であったが，
近年では PVに代表される再生可能エネルギー 1

の不確実性にも対処する必要がある．通常UC問
題の計算では需要および PV発電電力量は予測値
が用いられる．近年の機械学習技術の進歩により，
予測の精度は大幅に向上している．しかし統計的
手法の本質上，事前の傾向から外れた現象を予測
することには限界があり，不確実性を完全に除去
することはできない．電力系統の安全性を保持す
る観点では，需要・PVの予測誤差を前提とした発
電計画が必要となる．さらに最近では，同じく安
全性の観点から PVの発電抑制も検討されてきて
おり，抑制指示も含みこんだ計画であることが実
用面で望ましい．
我々は不確実性を扱う数理最適化手法としてロ

バスト最適化 [1]に注目している．不確実性の最
悪ケースにおける最良解を計算するというロバス
ト最適化の特徴は，安全性を重視する発電計画に
適したアプローチである．

2. RE-RP

ロバスト最適化をUC問題に応用した例には，需
要の不確実性を考慮したBertsimasらの研究 [2]が
ある．我々は需要に加えて PVの不確実性を追加
し，さらに抑制指示も取り込んだモデルRenewable

Energy Robust optimization Problem(RE-RP)を
考案した．RE-RPの目的関数は式 (1)，需給一致

1再生可能エネルギーには様々なものがあるが，本稿では
PVに焦点をあてて議論する．

制約は式 (2)で示される．最低運転時間などの制
約も考慮しているが，スペースの都合で省略する．
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計画期間を T = {1, 2, · · · , T} で表す．Ng は火
力発電機数，Npは PV数，Ndは需要家数である．
x, u, vはそれぞれ運転中・起動タイミング・停止
タイミングを示す 0-1変数であり，F, S,Gはそれ
ぞれに対応したコスト定数である．rは PVの抑
制指示を示す 0-1変数であり，Πは PVの抑制指
示の補償コストに対応する．pは火力発電機出力，
zはPV出力，dは需要の電力量である．Cは対応
する火力発電機のコスト定数である．
不確実な需要と PVは，不確実性変数 ζ, ηを用
いてそれぞれ式 (3)(4)で定義される．

dtj = d̄tj + ζtj d̂
t
j (3)

ztj = (z̄tj − ηtj ẑ
t
j)(1− rtj) (4)

d̄, z̄は予測結果の指示値である．d̂, ẑは不確実性を
見込む最大幅である．とくに r = 1のときつまり
抑制指示がある場合には，z = 0となり対応する
不確実性変数は無効化される．無効化，言い換え
れば不確実性集合の形状が決定変数の選択により
変化することは，RE-RPの理論面の特徴である．
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以上の準備の上で，RE-RPは次のmin-max-min

問題として表現される (制約条件は省略)．
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x ∈ {0, 1}n

最初のminは全てのxと rによる起動・抑制の割当
における最悪ケースのコスト最小化を行う．次の
maxは各割当におけるコスト最悪ケースを実現す
る．最後のminは起動・抑制が決まった上での最悪
ケースにおいてコスト最小化の出力を決定する問題
である．後半のmax-min問題はminの双対問題を
考えることで一つのmax問題とすることができる．
得られた max問題を Recourse問題と呼ぶ．RE-

RPは文献 [3]と同様にBenders Decompositionの
戦略によって最適解を得ることができる．

3. 評価
我々は先行研究にて火力発電機と PVがそれぞ

れ 10台前後のシミュレーションを実施し，RE-RP
が単純なUC問題に比べて当日の火力発電機の追
加起動を防ぐ効果があることを確認した [4]．計画
外の追加起動は，系統運用上避けるべきオペレー
ションである．
ロバスト最適化により得られた解の目的関数値

は，単純問題のそれよりも悪化する．つまりロバ
スト最適化の経済的効果は，最悪ケースの損害を
どの程度評価に参入するかに依存して決まる．今
後は事例検討を通じて最悪ケースの評価を精緻化
し，手法の有効性実証をすすめる．

4. 拡張:PV間の公平性
個々の PVの所有者が異なる場合には，発電機

会の公平性に配慮する必要がある．RE-RP with

Equal Opportunity(w/EO)は，RE-RPの目的関
数に PV発電電力量の分散を罰金項として追加し
たものであり，PV発電電力量の偏りを抑制するこ
とができる [5]．RE-RPw/EOの目的関数は，式
(6)である．
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V (z)はPVごとの 1日の総発電電力量の分散を計
算する多項式関数である．γ は調整用の非負定数
である．更にロバスト最適化問題は式 (7)となる．
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max問題中のΦ(η, ζ, r)が目的関数の罰金項 V (z)

に相当する．このmin-max-min問題もRE-RPの
場合と同じくBenders Decompositionによって解
くことができる．

5. おわりに

本稿ではロバスト最適化を応用した PV抑制を
考慮したUC計画であるRE-RPと，さらにPV間
の公平性も含んだRE-RPw/EOを紹介した．今後
は経済的有効性と公平性実現効果を実証していく．
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